
新城市 上下水道部
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〇水道事業、下水道事業の会計について

独立採算制 市役所 水道事業、下水道事業

会計 一般会計 公営企業会計

主な収入源 税金 水道料金、下水道使用料

原則として、財源に税金を使うことができない

水道事業、下水道事業は、事業費のほとんどを水道料金、下水道使用料でまかなっている

水道事業、下水道事業は、公営企業会計を適
用し、一般会計（通常の自治体の会計）などの
税金等で事業を行う公的サービスとは異なり、
水道料金、下水道使用料を主たる収入として
独立採算により事業運営しなければならない。
　　　　　　　　　（地方公営企業法第１７条の２）
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夕張市（北海道） ６，９６６円 赤穂市（兵庫県） ８６９円

羅臼町（北海道） ６，９５０円 小山町（静岡県） １，１３０円

由仁町（北海道） ６，９３９円 富士河口湖町（山梨県） １，１４０円

江差町（北海道） ６，３８４円 長泉町（静岡県） １，１５０円

上天草市（熊本県） ６，３８０円 忍野村（山梨県） １，２１０円

口径１３ｍｍ、２０㎥を1ヵ月使用した場合

(公社）日本水道協会　水道料金表（令和４年４月１日現在）

料金の高い団体 料金の安い団体

最大で約８倍の料金格差



地区名 給水面積 取水施設 浄水施設 送水施設 配水施設 管路延長

新城地区 117.94㎢ 5箇所 4箇所 17箇所 13箇所

664,202ｍ
鳳来地区

93.26㎢

16箇所 13箇所 18箇所 43箇所

作手地区 7箇所 4箇所 10箇所 19箇所

事業名 整備面積 処理施設 中継ポンプ 管路延長

下水道 470.30ha 0箇所 23箇所 114,312ｍ

農業集落排水（新城地区）

464.00ha

4箇所 54箇所
41,059ｍ

〃 （鳳来地区） 2箇所 13箇所
6,367ｍ

〃 （作手地区） 4箇所 105箇所
77,529ｍ

地域下水道（緑が丘地区） 8.26ha 1箇所 1箇所
3,658ｍ

表１ 水道施設数

表２ 下水道及び農業集落排水施設数
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算定式　管路延長（ｍ）÷給水人口（令和４年３月３１日現在） 算定式　給水人口÷浄水場・配水池数×1,000（令和４年３月３１日現在）
給水人口１人あたりに必要となる管路延長を示す指標です。 給水人口千人当たりの浄水場・配水池数です。
管路効率が悪いほど高い数値となります。 新城市は山間の広大な区域に集落が点在していることから、
新城市は山間の広大な区域に集落が点在していることから、 浄水場・配水池を多く設置する必要があり、近隣市と比較して
給水を実施するために、より長い管路を整備する必要があります。 施設効率が悪くなっています。

算定式　管路延長（ｍ）÷給水人口（令和４年３月３１日現在） 算定式　給水人口÷施設数×1,000（令和４年３月３１日現在）
給水人口１人あたりの管路延長を示す指標です。 給水人口千人当たりの施設数です。
管路効率が悪いほど高い数値となります。 新城市は山間の広大な区域に集落が点在していることから、
新城市は山間の広大な区域に集落が点在していることから、 浄水場を多く設置しており、近隣市と比較して施設効率が
給水を実施するために、より長い管路を整備する必要があります。 悪いです。
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7



算定式　企業債残高÷給水人口（令和４年３月３１日現在） 算定式　給水人口÷施設数×1,000１３ミリ口径を２０㎥使用した場合の料金（税込）
給水人口１人あたりの企業債残高です。 （令和４年３月３１日現在）
新城市は愛知県平均よりも１人あたりの企業債残高は多いです。 家庭用（１３ミリ口径）を２０㎥使用した場合の
市域が広大で、施設が点在しており、管路が長いため、 １か月あたりの水道料金です。
設備工事に費用がかかっております。 新城市家庭用の料金は愛知県平均よりも高くなっています。
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出典：市町村の公営企業のあらまし2022年12月

算定式　有収水量÷給水人口 算定式　給水人口÷施設数×1,000口径１３ｍｍを２０㎥使用した場合の料金（税込）
給水人口１人あたりの有収水量です。 家庭用（口径１３ｍｍ）を２０㎥使用した場合の
新城市は愛知県平均よりも１人あたりの有収水量は多いです。 １か月あたりの水道料金です。

新城市家庭用の料金は愛知県平均よりも高くなっています。8



〇新城市の水道事業の特徴

区　分 特　徴 影　響

地理的特徴
面積が広大で山間部に
位置している。

面積499.23㎢で県内2番目の広さを有し、
その約84％が急しゅんな山林になっていること
から、多くの浄水場と管路延長が必要となってお
り、施設整備費用が多額となっている。

社会的特徴
家庭用の水道使用者が
多い。

家庭用の水道使用者が多いことから、水道事業
にかかる費用の多くを家庭用利用者で負担しな
ければならない。 9



地理的および社会的な特徴により、水１㎥（1,000ℓ）あたりの給水原価が愛知県平均と比較して
高額となっています。
このため、供給単価が愛知県平均よりも高くなっていますが、水１㎥あたりかかった費用を
水１㎥あたりの料金収入で賄えない状態となっており、赤字の状態となっております。

市町村の公営企業のあらまし2022年12月より 市町村の公営企業のあらまし2022年12月より
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R5からマイナス

12



市内で発生した漏水の写真です。年間約200件発生しています。
上下水道管の漏水や施設の異常時に備え、職員が24時間365日体制で、市民の皆さんに安心・安全な水をお届けしています。
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職員１４名削減

職員数 職員数

組織体制の変更による職員削減

平成１８年度
市町村合併時

令和４年度

建設部
水道課

下水道課

上下水道部
経営課
整備課

３６名 約8,000万円削減 ２２名
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他の経費削減策

県営水道受水契約見直し 約1,200万円削減

約600万円削減電気契約内容の見直し
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時  期 内  容

令和３年１２月
「水道料金及び下水道使用料のあり方について」審議会
へ諮問（意見を求める）

令和３年１２月から

令和４年９月まで

令和４年１０月
審議会から「水道料金及び下水道使用料の改定はやむを
得ない」との答申を受理

令和４年１２月 市議会にて上下水道料金改定を可決

審議会を８回開催し、諮問内容を審議

約１０ヶ月の期間を掛けて、審議会で審議を行い、水道料金及び下水道使用料の改定は
やむを得ないとの答申を受理し、これにより料金改定をすべきとの経営判断に至り、
審議会の答申内容を踏まえた改正議案を令和４年１２月議会に提出し、
可決されたことから、今回の料金改定に至りました。
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料金改定スケジュール
令和５年７月３１日以前から使用している場合  　 　 ：検針

令和５年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 ７月 ８月 ９月 １０月

水道料金

下水道使用料
農業集落排水使用料

（一般家庭以外）
地域下水道使用料

農業集落排水使用料
（一般家庭）

令和６年
検針月

現行料金 　　　１回目新料金 ２回目新料金

現行使用料 　　　　新使用料

現行使用料 　　　　新使用料
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現行 R5.8.1から R6.8.1から

13ｍｍ 　814円 1,144円 1,474円

20ｍｍ 1,760円 2,486円 3,212円

25ｍｍ 2,860円 4,037円 5,214円

下水道使用料

現行 R5.8.1から

  605円   638円

（990円） （1,045円）

現行 R5.8.1から

基本使用料 １世帯につき 2,530円 2,585円

水道料金

適用料金

適用使用料

農業集落排水使用料（一般家庭）

適用使用料

種類 区分

基本料金
(メーター口径別）

種類 区分

基本使用料
公共下水道

（地域下水道）

使用料（一般家
庭）

区分

※全て消費税及び地方消費税額を含む　
21



料金シミュレーション（口径13ｍｍを1期2ヶ月ご使用の場合）
使用
水量 水道 下水道 合計 水道 下水道 合計 水道 下水道 合計

20㎥ 3,278円 2,860円 6,138円 3,938円 2,926円 6,864円 4,598円 2,926円 7,524円 13ｍｍ

40㎥ 5,918円 5,720円 11,638円 6,578円 5,786円 12,364円 7,238円 5,786円 13,024円 20ｍｍ

60㎥ 9,658円 9,020円 18,678円 10,318円 9,086円 19,404円 10,978円 9,086円 20,064円 25ｍｍ

現行 R5.8.1改定後 R6.8.1改定後

※全て消費税及び地方消費税額を含む　
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